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研究要旨 

 「化学テロ危機管理」を推進するために、世界健康安全保障イニシアティブ（Global 

Health Security Initiative: GHSI）の化学イベントワーキンググループ（Chemical 

Events Working Group：CEWG）の活動を通じて情報収集と発信を行った。 

2020 年 4 月 1 日から 2021 年 3 月 31 日の期間の CEWG の活動は、対面での会議

（face-to-face meeting）は新型コロナ感染症パンデミックのため開催されず、電話に

よる会議（tele-conference）が 5月 28日、7月 29日、9月 24日、12月 10日、3月 4

日と 5回開催された。 

 2020年度は新型コロナ感染症の拡大のため CEWGの活動は種々の制約を受けた。この

期間における CEWG の重要な課題の１つは、前々年度から引き続いて、麻薬系薬剤（オ

ピオイド、Opioid）が人為的に散布されて多数の傷病者が発生した場合の対応で、これ

は 2017 年 10 月に Boston で開催されたワークショップ「Health Security WS on Mass 

Casualties from the deliberate Release of Opioids」以来継続的に検討されてきた。

現在、成果物の出版の準備中である。 

第 2 の課題は化学剤による攻撃からの回復およびその前後の過程に関するもので、

「Recovery Workshop」として企画を進めている。当初は 2020年の開催を検討していた

が、新型コロナ感染症のため延期され、現在は 2021年 12月に Virtualないし可能であ

ればアトランタの CDCでの開始を目途に企画している。3つ目の課題は WHOからの依頼

で、EiOS（Epidemic Intelligence from Open Sources）にある化学物質のレビューの

支援を CEWGが求められているが、具体的な対応は調整中である。 

今後も CEWGの活動を通じて、Opioidに対する的確な対応の準備を行うとともに、テ

ロ対応に係わる各国の組織・機関間の連携を構築・発展させることが重要である。

Ａ．研究目的 

 「化学テロ危機管理」を推進するため

に、世界健康安全保障イニシアティブ

（ Global Health Security Initiative: 

GHSI）の化学イベントワーキンググループ

（Chemical Events Working Group：CEWG）
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の活動を通じて情報収集と発信を行った。

2020 年 4 月 1 日から 2021 年 3 月 31 日の期

間 の CEWG の活 動は、 対 面で の 会議

（face-to-face meeting）は新型コロナ感

染症パンデミックのため開催されず、電話

による会議（tele-conference）が 5 月 28

日、7 月 29 日、9 月 24 日、12 月 10 日、3

月 4日と 5回開催された。 

 

Ｂ．研究方法 （倫理面への配慮） 

 世界健康安全保障イニシアティブ（GHSI）

の化学イベントワーキンググループ（CEWG）

への参画 

 日本は化学イベントワーキンググループ

の当初からの主要な構成国であり、近藤久

禎氏（主任研究者）が議長を務めてきたが、

2013年より英国の David Russell教授とと

もに嶋津が本 WGの共同議長を務めることと

なった。CEWGにはメンバーである奥村徹氏

（日本中毒情報センター）、若井聡智氏（国

立病院機構大阪医療センター）および国際

健康危機管理調整官（厚生労働省、リエゾ

ン）である杉原淳氏らととともに参画し、

世界各地で開催される CEWG の対面会議

(Face-to-face meeting)および電話会議

(teleconference)等を通じて情報収集と発

信を行った。また、各国・各組織からの CEWG

への参加者とは適宜メールでの意見・情報

交換を行った。 

 

○ CEWG会議の開催時期と場所 

・2020年度は対面の会議は開催せず。  

○ 電話会議（tele-conference）の日程 

いずれも午前 8:00-9:30（オタワ時間）に開

催（日本時間で同日の午後 9:30～、夏時間）

された。 

  2020年 5月 28日 

  2020年 7月 29日 

  2020年 9月 24日 

 2020年 12月 10日 

 2021年 3月 4日 

 

Ｃ．研究結果 

GHSI の CEWGを通じての情報収集と発信 

①  電話会議を通じての情報収集 

 資料 1～5に各会議において取り上げられ

た主要な議題について示す。 

  2020年 5月 28日 （資料１） 

  2020年 7月 29日 （資料２） 

  2020年 9月 24日 （資料３） 

 2020年 12月 10日（資料４） 

 2021年 3月 4日  （資料５） 

 電話会議の主要なトピックスとしては、

(1)前々年度からの課題であるが、フェンタ

ニル系薬物の散布による化学テロの危険性

が増しており、2017 年 10 月に Boston で開

催したワークショップ「Health Security WS 

on Mass Casualties from the deliberate 

Release of Opioids」のとりまとめを行い、

すでにレポートを編纂（https://ghsn-rssm 

.org/documents/report-workshop-final-j

an-24-2020）したが、さらに成果物として

レビューの出版の準備中である。 

(2)化学災害からの回復に関するワークシ

ョップ（Recovery Workshop）。化学災害か

らの回復に関するワークショップを企画し

現在準備中である。（詳細は後述） 

(3)WHO からの支援要請。EiOS（Epidemic 

Intelligence from Open Sources）にある

化学物質のレビューを行うための支援を

WHO から CEWG に求められており、具体的な

対応と手順について調整中である。新型コ

ロナ感染症の蔓延のため、従来よりも連携

構築に時間を要している。 
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Ｄ．考察 

2020 年度は新型コロナ感染症の拡大のた

め CEWGの活動は種々の制約を受けた。 

オピオイド（麻薬系薬剤、Opioid）が人

為的に散布されて多数の傷病者が発生した

場合の対応は、前々年度から引き続いて重

要な課題である。これは、わが国ではまだ

大きな問題として認識されていないが、処

方されたオピオイド薬の乱用が世界的に現

実の大きな問題となっているだけでなく、

合成が容易で、強力な作用を有する化合物

が大量に世界中で出回っていることから、

健康危機管理上の課題となっている。特に

Fentanyl 系の化合物は 500 種類以上あり、

エアロゾルとして散布された場合に急速に

呼吸停止に陥るため、甚大な被害をきたす

ことが懸念されており、化学テロに使用さ

れる可能性の高い物質として認識すべきで

ある。 

例えば、オピオイドは縮瞳をきたすため、

現場では神経剤との鑑別が必須であるが十

分な教育体制は整備されていない。また、

治療には解毒薬（ナロキソン）の備蓄が不

可欠となる。適切に対応するためにこれら

の体制を整備するためには、人為的散布に

よる公衆衛生的なリスクを、中毒情報セン

ターおよび緊急時対応機関で共有し、関係

するすべての組織、機関がその役割を理解

して準備することが必要である。また、市

民にもそのリスクの認識を広げるための活

動が求められている。 

 化学災害からの回復に関するワークショ

ップ（Recovery Workshop）の企画.化学災

害からの回復に関するワークショップの企

画の検討を進行中である。これは、Key 

considerations to enhance the 

preparedness (or readiness) for the 

recovery of public health consequences 

from chemical incidents というタイトルの

もとに、コミュニィティの課題、健康・公

衆衛生上の課題、環境面での課題という側

面から討議しようというものである。当初

は 2020年中の開催を予定していたが、新型

コロナ感染症のため延期され、現在は 2021

年 12月に Virtualないし可能であればアト

ランタの CDC での開催を目途に企画を進め

ている。 

 なお、嶋津が 2021年 3月で定年を迎える

ことから、大西光男（国立病院機構大阪医

療センター）が日本からの CEWG代表メンバ

ーとなった。また、CEWGの共同議長は Prof. 

David Russel（英国）と嶋津（日本）であ

ったが、また、Dr.Russel は 2022 年で引退

となることから、CEWG の活動の継続性を担

保するため、CEWG の活動内容と経緯に通じ

ている米国の Dr. Susan Cibulskyが嶋津の

後任に選出された。 

Ｅ．結論 

 わが国は 1995年に東京地下鉄サリン事件

をはじめとする一連の化学剤を用いたテロ

を経験してきたが、化学テロのリスクにつ

いての認識は専門家にも市民にも乏しいの

が現状である。英国ソールズベリーでのノ

ビチョク事件やマレーシアでの VX事件を見

るまでもなく、化学兵器は今日厳然として

存在する危機であり、常に新たな化学剤が

開発されている。特に、Opioid を用いたテ

ロ（多数傷病者事案）は現実にある危機と

して認識を改める必要がある。 

CEWGの活動を通じて、Opioidに対する的

確な対応の準備を行うとともに、各国の組

織・機関間の連携を構築するためにも、現

在企画中の「Recovery Workshop」への積極

的な参加が望まれる。
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Ｆ．健康危険情報 

特になし 

Ｇ．研究発表 

論文発表、学会発表ともになし 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

特になし 

＜報告書本文以外の資料＞ 

資料 1：電話会議議題（2020/5/28） 

資料２：電話会議議題（2020/7/29） 

資料３：電話会議議題（2020/9/29） 

資料４：電話会議議題(2020/12/10） 

資料５：電話会議議題(2021/3/4） 
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